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要 旨

典型的に地主林業型発展構造を形成 したと考えられる木頭林業をとりあげ,木 材市場の展開につい

て,そ の林業地帯を流れる那賀川の下流製材業に視点をすえながら考察す る。

1.戦 前,問 屋商人の系譜をひ く下流大手製材業者は,唯 一の木材輸送手段である川を支配し,彼

等自身が素材買取価格の決定権を持つにいたる。 この 「買占的独占」による安価でかつ大量安定

的な原料を基盤に,大 量生産方式によって薄板を生産し,阪 神市場と直結する形で製材素を発展

させる。 そして,そ の発展自体 また,地 域構造を確固たるものにさせていたのである。

2.戦 後,彼 等製材業の基盤は崩れる。 それは,地 域構造の統一的国民経済構造への解消として位

置づけることができよう。

まず,流 送が陸送に転ずることにより,彼 等の原料集荷独占は破れ,逆 に新興製材業をも含め

ての過当な原木獲得競争が繰 り拡げられることになる。こうして,「中期」(昭和28年 ～昭和36年)

までに,買 占的独占による独占利潤を失い,そ して 「後期」(昭 和36年 以降)に は,木 材価格の変

動を利用 して得ていた投機的利潤をも失 って,加 工生産純化の方向を辿 らざるを得なくなる。か

くして彼等 は,技 術革新による生産力の増進に伴 って発生した原木の不足分を外材に求める。か

つての閉鎖的市場圏は崩れさり,完 全競争市場へ向って進むという,地 域構造解体への方向をと

るのである。産業資本 としての製材工業の成立は,「地域」を越えたものとなるのである。

当地域の製材業は,製 品販売市場との取引関係においては,山 に対 しての地主的関係と異なり

戦前か らすでに近代的関係にあった。 しかし,か って製品市場で銘柄形成をなしとげていた薄板
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の市場が崩壊することにより那賀川下流製材業の経営はより厳 しい立場に立たされることになる。

そしてこのことも,地 域構造の解体を加速化するにあずかって力があったのである。

1.は じ め に

「われわれが 林業経営を対象 とする認識体系をうちたてようとすれば,そ れをとりまく林業構造が

いかなるものであり,ま たその内部の経営がいかに位置づけられているか,の 検討を欠 くことはでき

ない。」i)し かるに従来の林業論においては,林 業をめ ぐる経済構造をあまりにも無視 し,ま た,育 林

経営のみを取 り出して論ぜ られることも多かった。木材価格論にしても,地 代論との関連で述べ られ

ることが多 く,「需給がよってもって結合 される装置 としての市場構造」2)が捨象されがちであった。

これに批判を加え,林 業経営をとりまく構造的諸条件を吟味し,さ らにその上でわが国に普遍的に

みられる林家ないし林業経営を,林 業における資本主義発展の歴史的過程に照 らして認識 し位置づけ

る,と いう研究方法が半田良一氏から提起された3)。 われわれはその問題に追 る作業仮設 として,ひ

とまず,「 地主林業型発展構造」と 「農民林業型発展構造」という二つの路線を設定 した。 この構造

とい う抽象的な慨念が,歴 史上,地 域を単位とした育林生産か ら素材生産流通,製 品加工,製 品販売

にわたる一つの有機的な 「地域構造」というすがたをとって,具 体的に現出していたのである。

本小論は,地 主林業型発展構造の典型 と考え られ る徳島県那賀川流域(木 頭林業地帯 はこの上流に

位置する)を とり上げ,こ の地域の製材工業の発展展開に視点をすえて考察 し,地 主林業構造の形成,

発展,解 体の過程を総合研究する際の手がかりを与えようとしたものである。

地域林業構造の展開方向は,木 材採取資本と林地所有の対抗関係によって基本的に規定されると考

え られる4)が,こ の木頭林業地域においては,外 部 の那賀川下流製材業者が素材業を含めた流通過程

を担当し,そ の集荷活動を通 じてこの地域構造の枠を 「外から与える」面を強 く持っていたと思われ

る。か くして,そ の経済主体たる製材資本自身の態様およびその変化の究明が,当 地域構造形成,解

体の メカニズムを説 く際の重要な手がかりとなるのである。製材業の展開の仕方は,と りもなおさず,

木頭林業における木材市場構造 の展開の仕方でもある。

今回の小論においては,

木頭林業を含む地域構造を

枠組みしていたこの市場構

造の解体過程に焦点を合せ

て論 じる。それは一言で述

べれば,地 域構造の統一的

国内市場への解消の過程で

あり,そ れへ向って進むメ

カニズムの跡づけである。

なお,那 賀川下流製材業

とは,第1図 に見 るように

那賀郡羽 ノ浦町,同 那賀川

町,そ して阿南市のうちの

旧富岡町(昭 和30年4月 に

おける)に 含 まれる製材業

を示すことにする。

2.戦 前段階の下流製材業発展の概要
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戦前の那賀川下流は,「少数かつ大型製材工場が群立」 することを特徴 とした。 昭和8年12月 末当

時の山林局による調査で見 る如 くである(第1表 参照)。 那賀川下流製材業(以 下,下 流製材業という)

の一工場当り平均動力数は,95.3馬 力であり,当 時の全国平均(内 地のみ)が15馬 力であるのと対比

第1表 製 材 工 場 の

大12昭8昭12

翻 嬉灘 馬 力(会)馬 力(会)馬 力(会)
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,100
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二
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荒 聰3°-5° 馬力・ ・37(18)24,09626・(21)4,100

嘉Ra層(5° ～1°°馬力・214・(43)20,400・9・ ・(51)6,800121,927

壽 瓦 層(1° °馬 力 以上)1195Q5°)60,00071,185(56°)327,980

総 計 ・・49・ 、(357)98
,484・5・ ・43・(715)373,040262,・27

-

(資料)大12:農 務省山林局 「民設製材工場一覧」,昭和8:農 務省山林局 「木材関係工場調」,昭12:林 業

地製材工場の実態調査報告書」,昭35・ 昭38・ 昭41の3ヵ 年は県林政課資料 よりそれぞれ
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す る とその大規模性が知 れ るのであ る。 昭和16年 に は,総 工 場数16に もかかわ らず,総 動力数 は2,027

馬 力 で,一 工場 当 り平均 は126.7馬 力 に達す る。 これ らの中 でも超大 手の大和家,横 井 家,佐 々木家,

三 枝家,玉 置家,山 田家等 は もとも と藩制 下に育 ってきた問屋商人で あ り,廻 船 問屋,炭 問屋,日 用

規 模 の 推 移騨一E
昭26昭31昭35昭38iIHi41
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… 一一

25・ 一(110)45
,000-147-一(64)54,090--208-一 一轟1蛎 一 一(69)58,500-
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1
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・27・3、(`?)24
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発達史調査会 「木頭林業発達史」P1餌,昭26:林 業発達史調査会 「前掲書」P227,昭31:林 野庁 「生産

作成
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雑貨問屋等の系譜をひ くものであった。

彼等は明治後期には自ら黒木の伐出生

産を大々的に展開する。 それに引続 く

結果 として林地集積を行 ない,育 林生

産にも乗 り出すのである注)(第2表 参

照)。

注)こ の間の事情は,林 業発達史調査会

刊 「木頭林業発達史」(昭34)が克明に
論述している。

これ ら問屋商人は,黒 木伐採時代か

らすでに木挽を使い,盤 生産を行なっ

ていたのであるが,林 業生産が天然林

依存から人工林依存にかわる大正中期

に,人 工林のスギ材を主体とした 「機

第2表 村外地主所有山林面積の比率

a木 頭村における村内外地主所b木 頭地方各村における村外地

有山林面積の比率の推移 主所有山林面積の百分率

蕩内地劃 辞外整 ___墜 ・g腿 ・4

明治3688%12六 力村 全 域53%70%

大 正26436木 頭3862

大 正126238上 木 頭3741

昭 和84654平 谷4570

昭 和253862沢 谷8492

昭 和344159坂 州3361

,繍 誌、よ,宮 痢 ・・8・
 

京大人文研 「林業地帯」より

械」製材 を始 める。注)彼 等流通商人 が 本格 的に加 工過程 な る 「生産」 を と り込 んだので ある。 ちょ

うど,第 一次世 界大戦 を契機 としての,日 本経済 の発展 と時期 を同 じ くす る頃で あった。

注)黒 木対象の製材工場はすでにこれより以前から存在 していた。那賀川流域に製材工場が最初に設立されたのは

明治24年 頃のことであったが,そ れは数年で廃止される。以後,明 治34年 に中島製材合名会社,35年 に那賀製板

合資会社,37年 に佐々木製材所,39年 に平島製材合名会社,続 いて40年 に中島東製材合名会社などが生れてき,5

工場 の総馬力数は149正P,職 工113人 であった。 しかし,佐 々木製材を除いては,こ の当時の製材は個人 として

経営されるのでな く,有 力な木材業家が共同で設立し,賃 挽きの形で多くの業者がこれを利用していたという。

日刊木材,昭 和42年6月24日 付)中 島製材合名会社の場合は,県 知事の指導のもとに中島業者10軒(大 和,玉 置,

佐 々木,山 田,横 井,薩 摩,小 川,田 村等の諸業者)が 共同で設立したもので,秋 田に輸入されたイギ リス製製

材機械を大阪で模作させたものを購入 し,英 国人技師を入れ,火 力によるステームエンジンを用いたという。(横

井次郎氏談)し かし,こ の間の事情は定かではないが,こ れら製材工場は長続きせずに消え去る。

大正期に入って起った主な製材業は次のようなものである。大正2年 住友製材,三 枝製材,稲 実製材,4年 宇

川製材,6年 島田製材,7年 玉置製材,丸 邦商会,8年 岩城製材,佐 々木製材(明 治37年 の工場を移転),9年 中

島木材工業,11年 小川製材,12年 横井製材。 響

彼 等の利潤作 出6)の 基 本 的部分 は,い まだ流通 に求 め られ ていたので あるが,以 後漸次,加 工過程

を も強化 して い くこ とに よ り,大 阪を中心 とす る消 費市場か らの遠 隔地 に位置す る那 賀川地域 木材生

産 圏の内部に おける 自らの支配 的 な地位を益 々強 固な ものとして行 くことを可能 とした。経済 立地論

の面 か らも運送手段 が末発達 な戦前 に おいて,重 量 喪失原料注)た る木 材を用 い る製材 工業 は消費 地

よ りも原料 地立地 を指 向7)す るが,原 料 生産地 の中では河 口に おけ る立 地を決定 的に有利 としていた。

そ して生産地 域 の範囲 が広大で その集散 地 たる河 口に位 置す る製材業 が強力 な場合 には,彼 等 に率 い

られ た生産地 は都市 の問屋 資本に対 して対 等あ るい はそれ以 上の力を保 ちえたので あ る。

注)加 工によって重量を減少する原料

また,林 業 後発地で あ りなが ら急速 に,し か も大手 問屋 資本 自らの手 によ って製材加工 が行 なわれ

出 した那賀川 流域で は,他 の系譜 を辿 っ て,彼 等 と競 争 できる 程 の製材工 業へ と成熟 して くる注)の

は困難 なことであった。

注)大 正時代に入って那賀川中下流域に相当数の工場の設立をみ,そ の興亡は相当激しかったようである。しかし

第1次 大戦後の不況期をきりぬけて生き残り,し かも発展していった工場は矢張り,古 庄,中 島及び富岡の問屋

の系譜をひ く工場であった8)。上,申 流域にはほとんど製材工場の発展はみられなかった。

か くして,那 賀川下 流 とい う集散 地を基地 としての隔地問交易 は長 ら くの間,こ れ ら大手 問屋=大

手製 材業に一手 に担 われ て行 くのであ り,山 元木頭 の もともと市場 に対 して商品 の販 売者 として弱 い

林地所有者 は,ま す ます不利 な市場 を強 制 され ること に な る。 注1)注2)昭 和17年 に那 賀川木材生産

組 合 とい う形 で現 われ た 大手 下流製材業者 に よる 「買 占的独 占」9)へ の道 を歩む ことにな るのであ る。
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(これら 「買占的独占」 を可能にした自然的条件がまず与えられていたことを見落 してはならない。

かつまた,当 時の輸送技術水準か ら与えられていた筏流を行なうには,川 を 「共同で」改修管理 しな

ければならなかったことも,こ の閉鎖的市場圏を形成するに力があった。)

注1)村 内林地所有者がこのような市場構造のもとにおかれたことは,「内生的・継起的 ・均衡的発展」10>を遂げ

たと想定できる農民林業型発展構造の場合と大いに異なる。農民林業型地域構造の場合,,山 元に対して独占的

買手市場を形成できるような集散地市場の存在がなく,集散地という中間機構を通過することによって歪められ
ることなく消費市場と直接につながる。そこにおける製材工業の発生と発展展開は,当 那賀川下流の場合とは全

く違ったものとなる。この研究はまた別の機会に行ないたい。

注2)こ のような不利な市場構造下にあったとしても,市場の急速な展開,商 品経済の急速な浸透のもとに村内林

地所有者も盛んに造林を行なう。彼等上層は,下 流製材業者が集積した林地で行なうのと同じ焼畑小作を利用し
て造林を行ない,ま た村内の中小規模層も,「土地所有者にして一家経済上林野を売却する場合ある時はその価

格が植付なき焼畑よりは植付あるものの方遙かに高価なるが如く,一 彼等の予想以上の時価を以て買収する焼
畑跡には造林を為すを有利なりとの考えより漸次隆盛に趣きたるものの如し。」11)に見るように造林を行なうの

であり,そ れら成木に達しない造林地が下流業者に土地つき集積されて行くことも多かったのである。
このようなことは,農 民林業型地域において,ま ず上層農民から造林を行ない出し,下層農民はたとえば薪炭

生産等を通じて資金蓄積を行ない浮揚力を形成しながら造林を行なっていく,と いう展開と大いに異なるのであ
る。

前述のごとく,大 正中期より発展 してきた大手製材業は,昭 和初期に,世 界恐慌の波を日本経済 も

正面か ら被 り各企業の倒産の相つ ぐなかで生残 り,か つ以降の見覚ましい発展の足がかりを築 くこと

になる。

原木入手面では流送路独占の強化を行なって立木価格,労 賃の切下げを行 ない,「 買子制度」 を確

立す る。 この点を京大人文研刊 「林業地帯」 は次のように叙述している。「従来下流製材業者は木材

の買付を主 として仲買人を通 じて行なっていた。仲買人 は,彼 自身の責任において原木あるいは山林

の売買を仲介 して手数料を稼ぎ,あ るいは投機的な売買に従事 していたのであるが,恐 慌の結果,苦

境に陥 りすべて姿 を消 した。やがて恐慌は,昭 和6年 の満洲事変を境 とする軍需景気によって一応回

避 されてゆ くが,製 材業者がその活動を再び開始す るにあたって,彼 らは買子といわれるものを生み

出していった。買子は製材業者自らが,木 頭の山林に精通 した村民のうち,才 能とある程度の資力と

を有する者を自己に直属する駐在員として配置したものである。」12)

また一方,こ の昭和初期の不況への対応 として加工過程の技術革新を行ない高速度帯鋸機の導入を

図る。製材歩留 りの向上,特 に挽減 りの減少に力が注がれた結果である。 この製材機械の導入により

ゲージ24番 ないし25番 の薄鋸が 自由に使えるようになり,生 産費 コス トの低減は相当なものであった

といわれる。因みに,ゲ ージ20番 では挽減 りは6厘,25番 鋸では2厘5毛 であり13>,薄 板(2分3厘

～3分 板)生 産の際のこの挽減 り減少の意義は大きい。(戦 後,27番 まで薄 くなる。)

この機械の導入により,歩 留 りの向上 とい う原料 コス ト節約と同時に,労 働生産性の引き上げを通

じてのコス ト低減 も達成された。以前の鋸では,薄 く挽 くことと速 く挽 くこととは相矛盾することで

あったが,特 殊金で作 られたこの高速度帯鋸機は双方を同時に達成することを可能にしたのである。

従来の帯鋸の走行速度は,毎 分8千 ないし1万Rで あ り,当 機械では1万4千Rは 可能 となった14)。

流送路支配というかたちで,え られた前期的独占利潤が原始的に生産部面に注入 され,技 術革新 によ

って危機を乗 り越えた下流製材業者は,こ れを機会に地域的な杉薄板(2分3厘 および3分 板)の,

見込生産による大量生産方式を確立することになる。そして良質の製品でもって阪神市場と直結 し,

そこで下見板注),へ い廻板の8割 を供給するにいたったという。(大 阪,橋 本愛蔵商店専務談)特 に

良質で巾のあるものは天井板にも使われたとい う。 この時期に,「 日本一悪い木で,日 業一いい材を

つ くった」(神 戸:名 田商店社長談)と 評せられ,「 阿波の二分三,三 分板 といわれる那賀川材の名声

が全国的に高まったのである。」(日 刊木材新聞,昭 和42年6月24日 付)

注)家 屋外廻の壁を被覆するために張られた。
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第3表 で示すごとぐ,下 流製材業者の製品の8

割以上が板によって占られており,し かもそれら

は薄板であった。

育林生産の後発地であった当地域では,加 工過

程において銘柄形成をや ってのけたのである。注)

注)林 木生産にきわめて良好な自然条件のもと,し か

も一番床からの産である木頭材のもつ牲質から次の
ような規定が与えられた。
i)生 長が早すぎ,柱材に適するような小丸太,中

丸太の産出は少ない。

第3表 製品別,消 費地別製材数量

昭10単 位万才

試'板 翻 小鯛 垂木 合計『一一一一 一 一 一

県 内[59249%27fi2。 、 、即 、,、96
i

県 外2,10081%1511911412,583

____一_一_一 一 一一__一_ 幽¶一

言十2,69271%4273922693,779

__一 一 〒一__胃1-一 一1-一 一 一_凶 一一一一 一一一一 一

「徳島県山林会報」より
ii)生 長が早すぎる結果,極端なウラゴケ材が産し,

そこから多くの製品をとろうとすると,ど うしても板類でしかも間物(2m物)が 有利となる。那賀川の製材

品は最近まで大半が間物であった。
コ]1)材質は赤味の部分が多く,下見板に使った場合,臼 味よりも腐りにくく好まれた。(大阪の羽柄問屋の中に

は下に焼き屋を抱え,腐 りを防ぐため板を焼かして下見板をつくるものもいた)。
iv)さ らに下見板に使用した時,節 の部分が長期間抜け落ちない,い わゆる 「生き芯」であり,そ の点からも下
見板として木頭材は良材とされた。
なお,こ のように地域的に薄板生産に専門化したことは,逆 に,育 林生産の技術的展開を地域的に固定化する面

をもっていたと考えられる。

一方 ,こ れ ら製品を販売する消費地の製品問屋との取引価格の決定は 「中立的な関係」で行 なわれ,

「付売の出荷する場合,向 うからの注文品ということではな くて,で き合の製品を送 ることが多い。そ

ういう点では問屋に対 して優位に立 っている」is)面が強かったのである。 また,前 渡金を通 じて一定

の消費地問屋 と結びつ くようなことは全 くなかった。逆に,昭 和初期に外材製品が大都市消費市場に

出廻 っている頃は,「 この地区の業者は製品の販売を阪神問屋を通 さずに 外材加工品の出廻 っていな

い兵庫,山 陽,福 岡,長 崎,大 分,五 島列島から朝鮮,台 湾にまで直接販売の手を延 した」16)のであ

り,「戦前には台湾,朝 鮮向けの出荷が多 く,小 松島港や橘港か ら5,000～10,000ト ンの船で満船輸出

をした。当時は申島と羽 ノ浦の三大工場が協力すれは,三 工場のみで海外積出しの10,000石 を容易に

引受けることができた」17)のである。常に自ら市場を開拓する力をもっており,市 場開拓こそが彼等

のもっとも得意 とするところであった。 なお,こ れら下流製材業者の基本的な取引相手は阪神市場の

付売問屋であ り,し か も大手の附売問屋であった。注)

注)神 戸の名田商店の場含,現 在(昭 和42年)市 売,附 売両方式で製品を扱っており,全 量の85°0程度は市売方
式によっているが,う ち那賀川材は現在でも70%ま でが附売方式で扱われているという。(名田商店名田富士雄

社長談)

このように成立 してきた下流製材業は,昭 和の年頃からの内地材黄金時代(外 材の後退)に 入 り安

定化 し,昭 和14年 頃から秋田の薄板が阪神市場か ら退 き出す ことにより,さ らに第2次 世界大戦用の

軍需材の需要急増に支えられて,ま すますその製品市場を確固たるものとしたのである。

か くのごとく下流製材工業の大量生産方式を可能にし,し かも当時隆盛を極めた都市消費地問屋 と

の取引において中立的関係を維持できる程に発展 した背後には,前 にもふれたように原料を大量安定

的かつ安価に供給する機構が存したのは勿論である。その関係をもう少 し見ておこう。

昭和11年 に大手14業 者によって製材工業組合が設立 され,同17年 には前述したごとく同 じ14業者に

よって那賀川木材生産組合が設立 される。 その業務は,「流送を共同で行ない,着 材は組合 の一手受

取とす ることであった。すなわち市場における公定価格制度の下にあって,有 力業者間の相剋を避け,

一致 して山元の立木所有者に対抗 して原木価格の引下げを図らんとするわけである。そのために組合

は山元に約15人 の出張員を駐在させて集荷に当らせ,従 来の各店専属の出張員(=買 子)を 廃止する

にいたった。いわば買子制度の再編成である。要するに山材所有者,流 筏労働者に対抗 しその支配を

維持するための業者組織 として,製 材工業組合と木材生産組合とはいわは極限の形態を意味する。下
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流大製材業者の独占的山元支配の体制 は,形 の上ではここに完成 したといえよう。」18)彼等自らの手

で原料を共同購入 し,従 来の実績に照らして各工場にそれを分配する,と い う機構をつ くり上げたの

である。(し か し,こ のような機構は統制経済下にあったが故に可能であった面も多分にもっていた。

戦後,経 済統制がゆるぎだすに伴ないこの機構 も崩れだすのである。)

か くして,唯 一の輸送手段である 「川」を支配することによって,下 流製材業 自身が素材買取価格

の決定権を もつにいたったのである。注)①直径の1～2割 に当る頭巾を元 口,末 口両端に附す るた

めの材積及び経費,② 陸送なら2～3寸 の延寸でよいが流送では8寸 乃至1尺 の延寸を附す要がある

がその材積,③ 流送による木材の損傷,流 失に対する保険料,④ 筏組用鉄線及び蔓式その他揖水竿,

立杭,ス シメ切等の諸雑費,⑤ 立木を買入れて秋放流 してから河口の製材工場に入 る迄約6ヵ 月を要

するその金利,等 々が見込 まれて流送費に組み込 まれ,す べてその負担を山林所有者に転稼させたの

である19)。

注)下 流製材業者による素材買取価格の決定権を補強していたのは,彼 らが以前から集積してきていた山林である。

彼等はそれらを産業備林として実に有効に活用した。不況の経済収縮期には,「自己所有林を伐採し激しい自由

競争にうちかちながら村民の持山を捨値で買いたたいて集積し,好 況期にあっては村民の持山を買付け製材し
た」20)のである。昭和初期の 「恐慌に直面した那賀川下流の製材集が,木 頭における木材の買付をさし控えたこ

とはいうまでもない。」21)そしてこの時期に,第2表 で見たごとく,更に多くの林地集積をして行くのである。

如何に原木価格が低 く押し留められていたかは第

4表 で窺 い知ることができよう。昭和22年 での木

頭材におけるスギ立木価格は石当り36.5円 で,当

時の全国平均123円(同 年における日本不動産研

究所の資料数値による)と 較べると著しく低い。

また,長 安ロダム工事が着工 され,次 第に自動車

輸送が行 なわれだすにつれて,(こ の時期が激 しい

インフレーションの時期であることを考慮に入れ

たとしても)す さま じい勢で立木価格が上昇 した

ことを見ても(昭和28年 には石当り580円 となる)

第4表 立 木 価 格(ス ギ)
石当 円

泌 生婁 昭22昭27酬_一 一 一一一一1

木 頭 村36.5530,0580.0

沢 谷 村33.0840.0

上 木 頭 村29.9593.7738.7

平 谷 村33.9670.0885.3

半 田 良 一,森 田学r木 頭 地 方 にお け る林 業生 産 の 性 格

とそ の 展 開過 程 」 林 業経 済 誌,74,P6(1954)

以前の価格の低さが分 るのである。

戦前期において,以 上のような原木入手市場,製 品販売市場の基盤をもつ大規模な十数ケ工場が那

賀川下流 に林立するという,木 頭林業にとっての市場構造が形成 されたのである。

3.戦 後 に おけ る木頭林 業構 造 の展開 と解体

a.前 期(昭 和20年 ～28年)

一 下流製材業の最盛期

今 までみてきたような形で戦時経済を乗 り切ってきた下流業者は,戦 後 も戦災復興建築の大幅な需

要に支えられて 順調な発展をとげた。 ともか く製品は作れば売れる時代であった。「昭和25年 頃は那

賀川筋の大手工場にとっての最盛期であり,同 年に玉置孝雄商店が全国初の天覧工場 となったとき,

同社 の工員数は200名 に達 し,そ のあと朝鮮動乱時には300名 を越 した」(日 刊木材新聞,前 出号)の

である。佐々木木材店も規模の点では昭和28年 に最大に達 し(佐々木哲也専務談),中 島木材工業も朝

鮮戦争の頃が最大の製材規模にな り,180人 もの工員を使用 した(西 田工場長談)と いう。 設備の点

でも 「中島,古 庄等の大手工場は早 くから機械等の設備投資に力を入れており,特 に昭和24～25年 頃

には最新の機械を入れて,そ の設備は恐 らく西 日本一であろう」22》といわれたものであった。第1表

のように昭和26年 には下流製材業の総動力数は4,155馬 力に達する。昭和27年12月1日 現在で那賀川

下流の上位6工 場の平均1工 場馬力数は212.1馬 力,平 均労務者数93.7人 に達し,こ れら上位6裡
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による昭和26年 製材実績は同地区 の62.6%に 当

り,同 上位16社 で83.6%を 占 めて いた ので あ

るE9)。第5表 で見 るよ うに,下 流業者による製品

産出高は順調に伸び,昭 和27,28年 に一応のピー

クに達 しているのである。昭和25年 ～26年 に下流

に動力ケーブルが引かれ,製 材の動力源が蒸気を

主体 としたものか ら電力に変 るの もこの頃であ

る。

戦前段階での下流製材業にとっての基本的な製

品販売市場は阪神地方であったが,昭 和26年 頃か

ら大阪の業者が東京に市売市場を開設 したことを

契機 として,那 賀川下流製材業者も積極的に東京

市場進出を図った。戦後の復旧は,い ち早 く東京

を中心として行なわれ,製 品価格も常に大阪市場

を上廻っていた。大手の中にはそちらに主力を振

りむけるものも現われる。玉置製材,横 井製材は

東京に出張所を設け,佐 々木木材店 も昭和28年 に

東京に販売直営所を設けてそちらに本店を移 した

程である。昭和33年 度の資料になるが,東 浜方面

第5表 那賀郡内製材生産量の推移
単位 千石

訳 富 岡1輻 舗 その他繍 計一
昭2428.336.869.144178

25152.4161.11101.21621277

2611111390

2711111462

2811111387

291369

301100.7172.7192.81681334

311114.9181.4196.41791372

321104.4177.9186.511051374
 

林業発達史調査会 「木頭林業発達史」P220よ り

第6表 那賀川地区製材業の地区別出荷比率:昭 和33年

募京h阪 神離 九lid離 需 計_一 

比 率35.8%58.7°002.1%3.4%100.0%

一

県商工課 「那賀川地区製材業産地診断報告書」
昭和34年P41

への出荷は35.8%に 達 しているのである。(第6表 参照)「 那賀川流域の製材工場の大きな生産力は東

京市場において重視されるようになり」24),「戦後は戦災復興材として関東地方にその販路を拡大 した

。 このことは那賀川町の製材工場が もっている製材能力をいまだかってないほどに発揮させた」25)の

である。そして,工 員を昼夜2交 替制にして生産を行なったのである26)。

しかし,下 流大手製材業のこれら現象上隆盛を極めた最盛期は,次 の分解,再 編 の前夜であった。

戦後 自由経済への復帰を見越 して戦時申に上げた生産組合の実績の上に乗 り,同 じ14業者の構成員に

よる一層大規模な素材共同仕入(他 県へ も出かけて共同購入を行なう)と 製品の共同販売を計画 した

那賀川林材株式会社が昭和22年 末に設立 されるが,そ れは失敗に終 り,昭 和24年 に解散する27)。もは

やかっての下流製材業が乗 っかっていたmは 崩れようとしていたのである。戦後,製 品市場はいち

早 く統制が自由化され,材 質が問われるようにな り出すと(戦 前統制期には,製 品 も統制下にあり,

軍需材等として 作れば買 って くれたから品質はあまり問題にならなかった),共 同購入による材の割

り振 りが問題化 しだした。

さらに,地 元徳島市の戦災復興資材の供給を足場に,大 手製材業の流通支配力の比較的及ばない那

賀川下流の里山や海部郡の近 くの山の原木に依存

しながら成立して きた 多 くの 中小製材業注)が成

長 してきたために(昭 和25年 頃には地元需要 は一

段落 し,こ れら中小製材業は以後大阪方面の市売

問屋 と結びついて発展することになる。第5図 参

照)木 頭林業地帯においてもそれ ら業者 と原木買

付 けの競争を行なわなければならぬ ことになって

きた。そして,昭 和25年 から長安ロダムが着工さ

れて(昭 和30年 完成)遂 時 トラック輸送が伸びて く

ることにより,大 手工場 と中小規模工場 とが集荷

第7表 那賀川下流中小製材工場主の前職業

工駐 の前麟 些ず 備 考
一

鮒 蜴 従類 ・・ 灘 難rは ない・練達事

精米・鞭 蜘 業 ・・ 錺 讃 離 転のため鱗

建 具 業 ・木工 業10建 具の売行不振。

麟 ・林業労鯖 ・・ 翻 鞭 搬 林業者は

俸 給 生 活 者20役 場吏員,教 員,警 察官。
一

林野庁 「生産地製材工場の実態報告書」昭和33年P169
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うな木材生産圏がいっそう拡大され,こ れら業者間の立木買付け競争は避け られないものとなるので

ある。

注)新 規に製材業を戦後に始めた経営主の前職業は第7表 のようなものであった。買子から戦後製材業に転化した

ものもいた(速水製材,栗 坂製材等),ま た 「後期」に100馬 力以上層に成長してくる杉本製材,関 口製材はいず
れも前身は大手製材業の番頭であり,梶 本喜八商店,小 川製材(こ れらは戦前からのものだが)は 建具業から製

材業を始めたものであった。

これ ら条件の変化のもとに,大 手工場の原木の集荷独占は今にも崩れようとしていたのであり,一

度崩れると,今 まで競争を避けながらお互に成長 してきたが故に,新 たに始 まる競争はより激 しいも

のが予想 されたのである。

しかし,そ れはしば らくの間持 ち越 されることになる。 横井,佐 々木は じめ下流大手業者注)は 昭

和25年 以降,積 極的に県内他地域(吉 野川流域,海 部川流域)や 県外(高 知県,愛 媛県等)へ 出かけ

て大口の立木購入を行ない,当 時のインフレーションを利用 して多大の商人資本的行動による利潤を

えていたか らである。 運送費を償 う以上の立木価格差が 「いまだ」 各生産地相互間に存在 したこと

が,そ れを可能 としていたのである。そして木頭林業地帯においてもいまだ買子制は根強 く残 ってお

り,立 木ないし山林は買子を通 じて売買が行なわれ,「 昭和26年 ごろからはかなり増加 して現在では

約20名 に達し,村 内における新 しい支配層を形成するまでになったのである。」28)とまで 『林業地帯』

は描写 している。「トラックの台数 も増加 してきたので 河口以外の木材業者 も入り込むようにな り,

従来独占的地位にあった那賀川生産組合の威力 もい くらか減殺 されるようになったけれ どまだまだ本

村(木 頭村)木 材の90%迄 は独占力を振 っている」29)のであった。

注)横 井製材の場合,昭 和25年～28年まで各地(麻 植郡,高 知県,淡 路,広 島等)か ら原木を広く購入し,素材生
産業をも行なっていた。(横井次郎氏談)

b.中 期(昭 和28年 ～36年)

一 製材工場の合理化

下流製材業にとって,原 木入手面での決定的な外見上の変化は上で見たごとく,ダ ム工事による原

木の流送から陸送への転換であった。昭和28年 に長安ロダム締切りが行なわれ,そ れを境に本流の流

送は全面的に停止 される。このダム工事に並行する林道開設の推移に伴なう木頭林業地帯の立木価格

の急上昇は前に見たごくである。

昭和25年 か ら30年は,戦 後の混乱か らようや く抜けだした政府が,食 糧 と基礎エネルギー(電 力 と

石炭)の 絶対量の増大を目ざして国土開発に乗 りだした時期3°)であり,中 でも次の工業中心発展時代

を用意するものとしての電源開発が,国 土総合開発の中心に据え られていた。木頭林業構造の一大転

換点は,ま さにこのような一国国民経済の発展段階に照応 したものとして与え られたのであり(長 安

ロダムの建設は県の那賀川総同開発計画の一環 として県営工事によって実現 された),ま た,戦 後の

トラック輸送の発達によって,筏 流によるよりも陸送の方が経費が少な くて済むという国民経済の段

階,に さしかか っていた時期のことである。 この頃になると買子の中には下流製材業者から独立 して,

自らの才覚で素材業を始めるものもでてき,ま た 「流送が陸送にかわり,架 線搬出が盛んになるにつ

れて,村 内の労務者 のうち才能技術にす ぐれ,資 本のあるものが機械や資材を買入れて伐採から トラ

ック道までの搬出,つ まり,伐 出事業を請負 ってやるものがでてきた・・…・5～9名 から30名 位の集団

であるが,そ の中心は親方であり,… …親方は特定の業者から資本の援助をうけているものもあるが,

組内の労働者に仕事を与えるためには何れの業者の仕事でも請負ってやるし,村 内林家が市場へ出荷

する場合にはその事業 もやってやる。このような組のうち,地 区外からはいって来ているものもい く

つかある。 特に高知県か ら来ているものは集材技術にす ぐれている。」91)といった風に村内には,伐

出事業を請負 う組が多 く存在するようになってい くのである。

さらに原木市場をめぐる変化として,昭 和31年 木頭林業地帯 の在村地主が中心となって小松島に原
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木市場を設立するが,そ の価格決定機構を通 じて,従 来の閉鎖的市場圏の崩壊 は決定的 なものとな

る。多 くの売手と買手が,完 全知識をもって自由参入 して くるという完全競争の市場に近づいたので

ある。いな,買 手が今 まで競争を回避 して成長 してきたが故に,一 度その機構が崩れ去 った現在,買

手間の一層の競争をもたらし,む しろ売手市場に転 じたのである。大手製材業者はいまだ買子と称せ

られる者を4～6人 を擁 して原木を調達はしている,し か しかつての 「買子制度」は崩れ去 っている

のである。「地区内における大所有者の場合は自ら素材生産するものがほとんどである。……10町 歩

以上の所有者の場合は大体 自分で素材生産を行なっているという。」32)そ して 「大工場が従来は小工

場だけしか行なわなかった県下の小口立木の買付け,山 林所有者の伐出販売する丸太を,県 道ばたで

買受けるような丸太調達方法までは じめたのである。」asp下流大手製材業はこのように素材買いをも

は じめるのであるが,原 木の調達はやはり大半は立木買にによっている。 しか しその場合も,「立木

売 りの場合は,大 体那賀川下流の製材業者一買子一7～8人 を集めて競売にするのである。 その場合,

売手一K氏 一は 市場価格を目安に して,そ の逆算で才単価を決めており,そ れにあわないと売らな

い」34)という。 このように山林所有者が買子を通 じて売る場合 も,広 い範囲の販売機会の中での選択

の結果 であり,以 前のような一方的に与えられた販売機会のもとにあるのではない。村内山林所有者

自らも構造をつ くるのに参加しているのであ り,特 定の内部的機構をもった従来の 「構造」 は崩壊 し

たと理解できるのである。また,原 木市売市場は,駐 在員を各地区毎に配置 し注1),買 子 と買付 け競

争を行 なう体制を備え,申 小規模山林所有者が素材生産を行なう際には前渡金を出し,出 荷に際して

は運送会社と契約 して原木購売者に斡旋 して運賃の立替払にするとい う方法をもとっている。昭和35

年か らは伐出の直営事業に も乗 りだすのである。 このような情勢のもとに買子の機能は衰え,あ る地

区に欠員のできた場合 も補充 しないことがあるという注2)。 か くして,か つての 「買子制」は崩れ

さった と見てよいであろう。

注1)昭 和35年で,駐 在員は次のように配置している。三好郡1人,美 馬郡1人,麻 植郡1人,勝 浦郡1人,海 部

郡1人,那 賀郡5人 でそのうち,相 生町1人,桜 谷(木 頭村)2人,平 谷(上 那賀町)1人,出 原(木 頭村)1
人35)。(昭和42年には那賀郡で4人 になった他はかわりはない。)
注2)梶 木喜八商店の例では,戦 前6人 いた買子は昭和42年現在2人 に減じている。この2人 の買子で年60～70方

才集荷し,素 材業者から100万才,そ して市売市場から少々の原木を購入するという。(梶本忠男専務談)

なお,上 記の原木市売市場は,戦 後の立木価格の値上 りや買子マージンの増加等によって資本を蓄

積する機会を掴んできた山元地主が,(ト ラック輸送が可能になったとい う物理的条件に支えられて)

小松島に設立 したものである。株主がすべて山林所有者に限 られ,設 立時の発起人である会社幹部8

人は,い ずれ も那賀川上流ないし海部川地区における森林組合の首脳部を兼ねているのに対 し,下 流

製材業者たちは等しく大山林所有者でありながら,全 く株主 として参加していないのを特徴 とした98》。

この原木市売市場は,昭 和31年2月 に資本金500万 円で出発 し,4月 に第1回 市売を行ない,5月 に

は徳島市にあった協同組合徳島県原木市場を吸収 して名称を株式会社徳島県原木市場と改め,資 本金

を2,000万 円に増資 して那賀川筋以外の山林所有者にも参加の途を開いた。(小 松島から徳島市へ移

転)。 第6表 のように漸次増資を行 ない,現 在(昭 和42年),資 本金8,000万 円,株 主99人,発 行株数

8,000株 に達する。 昭和35年 からは製品市売をも行なっている。原木市での買手は,徳 島市の業者,

その他地区の業者も多 く,那 賀川地区の業者が買取る割合は33%(昭 和34年 度)37)で ある。なお,徳

島市 には,他 に大一木材会社,木 材センターの2社 が原木市売を行なっている。

か くて,下 流 の大手製材業者は従来の譲渡利潤の多 くを失 う。そして このような情勢のもとに下流

業者達は,木 材 ブームが終った後 に昭和29年 頃から全国的傾向として始まるいわゆる 「原木高の製品

安」(原 木価格の伸びに製品価格の伸びが伴 なわずその伸びの差がますます激 しくなるとい う現象)に

対処 していかなければな らなかったのである。

もっともこの 「原木高,製 品安」傾向の大手製材業者に対してもつ意味と,新 興中小業者に対 して



もつ意味とは,か な り違ったものであった。大手

業者は前に述べたごとく資力にものをいわせて那

賀川流域以外 の い まだ立木価格の低い地域を狙

い,立 木で大口原木を購入することができた。当

時県外からかな りの原木供給が可能であったこと

は第8表 の示すところであり,こ れら県外か らの

原木はほとんど下流大手業者が購入 していたと考

えられる。大手業者のうちには70%ま でを県外材

に求めるものもあった38)。そして,原 木価格,製
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第8表 那賀川流域製材業の他県材依存度

年 列 総原木消醒 他県からの供糧

昭29471,000石90,000石

30477,00091,000

31639,000146,000

32819,000126,000

林 野 庁 「生 産 地 製 材 工場 の 実態 調 査 報 告 書」

昭33P147よ り

品価 格が激 し く変動 し,し か も趨 勢的 には一慣 してそ の価格 が上 昇 する時期 にあって は,そ れを利用

した投機 的 な利潤 を得 る機会 も多かったので ある注)。

注)下 流大手製材業の一つM・T商 店(馬 力数143kW,自 己所有山林約800町 歩)の 場合,17月 頃から(原 木価

格)が ドるという予想のもとに今年の原木買入は手控えてきた。それと昨年は相当多 く買っていたために,そ れ

だけで今年1年 分の原木は充分あったのでそれを今年は生産している」39》といった行動をとったのである。そし

てもし 「予想」がはずれた場合には,産 業備林たる自己所有山林が有効に働いたことであろう。逆に,自 己所有

山林を多 く持っていたが故に,こ のような行動が可能だったのである。

また,従 来木頭林業地帯で広大 な林地を集積 し

なが ら,そ の山林には殆んど手をつけずに過 して

きた大手業者はこの時期になって,つ いに工場用

の原木として手山伐採を本格的 に開始しだす注)

のであ り,「 原木高,製 品安」傾向に対処Lえ た

のである。「村外地主(製 材業者)は,原 木価格が

騰貴 したのでその買付けを手びかえ,こ れまで温

存 してきた自己所有の山林を本格的に伐採するよ

うになった……昭和18年 には(木 頭村)村 内所有

者の盤採量166万 に才対 して,村 外所有者の伐採

ば105万 才であった。それが昭和32,33年 には,

(第9表 のように)村内所有者の伐採量も18年 の2

倍に達しているが,村 外所有者のそれははるかに

第9表 木頭村における村民及び村外所有者の
伐採量推移

伐採量(万才)織 麟 蔑認篠潔

昭 和18年27161io39%

26年6114753

27年8124555

28年8105149

29年944??

30年9634258

31年9253664

32年1,1002575

33年1,0953367

34年9262971
1-

「木頭村誌」P674よ り作製

多 く7倍 ない し8倍 を越 えてい る」4°,とい うことか らも大手業者 の手山伐採 増加の事実 が分 るので あ

る。

注)佐 々木材木店の場合も,自 山を主に手がけたのは昭和30年 頃からという。(佐 々木哲也専務談)

他 方 中小 業者 は,県 外 な どへ の大 口買付 をす る資 力を もたず,同 じような規模 の業者が提携 して原

木の共 同買付注)行 な うもの も出て くるが,概 して はむ しろ資金 回転 を早 め る必要上,原 木市 売市場

と結 びついて行 くこ とにな る。 そ して市売 市場 の買方組 合 を組織 して なるべ く値 をつ り上 げない よ う

な行動 に出 るので ある。 大手業者 が扱 わない マッや ヒ ノキ類 もかな り取扱 う者 もいた。 しか し,昭 和

29年 に木材 価格が下落 した際 には,多 数の中小業者 の倒産 も生 じ,戦 後乱立 した多数零細工場 の整理

が な されたので ある。

注)1製 材(28kW),S木 材(58kW),S製 材(32kW),Y製 材(134kW)の 共同買付が行なわれた41)。

また,U商 店(32kW),K商 店(45kW),F製 材(49kW)F商 店(81kW)H商 店(65kW)は マ ル ゴ協同組合

を組織し,共 同の連帯保証によって資金を借入れることも行なった42)。

一 方 ,製 品販 売市場面 の この時期 の変化 な らびに下 流製材業者 の それへ の対応 を見て おこ う。 那賀

川材 は戦 前段階 で阪神市 場 において下 見板,へ い廻板 用 の薄板 の銘柄形成 をな してい た ことは前 に述

べ たご と くであ るが,そ れが この時期 に崩 れ始め る。戦 後 の著 しい製材 用機械 の発達 に よって薄 板生
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産の 「技術」 というものがあ

まり意味を持たな くなったの

も一つの原因ではあるが,薄

板生産に与えたなお決定的な

ものは,朝 鮮戦争以降急速に

伸びてきた合板や新建材の市

場進出であった。第2図 で見

るように昭和27年 から昭和35

年にかけての製材品各品目の

価格の伸びの中で,杉 薄板価

格の伸びの相対的停滞は著 し

い。第10表 で示すように,昭

和27年 には杉薄板(厚 さ2分

3厘 の間物)の 石当り単価を

100と した場合,杉 正角のぞ

饗篇爵旙論、羅
100対90に,昭 和35年 に は

100対98に な ってい る。 この

続量雛課鰐籏菜踊
加価値を付け加えることを可

能 にしていた薄 板生 産注)が

以前よ りもはなはだ不利なも

のとなった こ とを示 して い

る。

注)秋 田(能代)な らびに那賀

川下流の製材業がともに大
規模であったのは,多分にご
のことが影響していると思われる0

ここに量産体制による薄板で生産地形成してい

た有利性注)を失い,新 興の産地との競争を強い

ら器 銑 簾

ヴ。一バ.の いう「集積因子」す
なわち,生 産産ある場所においてある特定の集団と

維 艦 駿薫 鷺噺誘 ところの生
薄板価格の下落に対処 して那賀川下流製材業者

は,間 物の2分3厘 ないし3分 の薄板から,中 板

や2間 の5分 板,6分 板を生産するようになる。

それ と並行して昭和26年 頃までにゲージ27番 まで

(試験的には28番 まで)に薄 くなっていた鋸は,24

番,23番 にまで逆もどりす る現象が見 られた(そ

第10表 大阪市場における製品別価格の推移

(第2図 参照)

製 品 名 昭27年31年33年35年
一一

①

(杉 薄 板上6尺6寸0.23×8.0)・ ・・ ・・・ ・・・ …

②

(杉 正 角小 節13尺2寸3.5)68829・98

③
(晶 、3尺磐寸 。.4。5.。)86989798

%犠 謬 寸 、.、)76859295

⑤
(杉 平 割小節13尺2寸3.5×1.5)79ss9392

注)各 製品の石当り単価を,同 年度内における①の単価

を100と して指数化したもの

大阪木材相互市場資料より



して昭和36,37年 頃 には薄板は全面的 に姿 を消

す。)ま た,板 類の他にタル キ,ヌ キなどの割物,

さらに小巾板が増して くる注)。 昭和33年 には,

前に見たように戦前段階では81%を 占めた板類の

総生産量 に対する割合は,56%に 留 まるようにな

り,昭 和35年 には48%に まで下 る。 しかもこれ ら

板類は以前と異なりいろいろな厚 さの板を含んで

いるのである(第11表 参照)。 この薄板の衰退 とそ

れに代 るタルキ,ヌ キ類の伸びの現象は,大 きく

見て戦後の木材需要構造の変質 とそれに対する那

賀川業者の積極的対応 という流れの中で捉えるこ

とができるのである。

注)中 規模層の中にはこれを機に集約化,多 角化の方

向をとるものが現われる。地元の土建業に納材を行
なったり,阪 神の附売問屋に出荷する際も注文生産
が多くなる。ヒノキの柱角を東京へ振り向けるもの

も現われる。
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第11表 那賀川下流製材業の製品別生産量

(昭和33年 度)

1板 類 角 馴 醐 仕繊 その他 合 計

矯 書 ・鰍265.56・ ・220.・4.・34・ ・7

瞥56・9・86・ …

注)上 の数値は,調 査対象の30工 場の実績の集計結果で

ある。徳島県商工課 「那賀川地区製材業産地診断報

告書」昭和34年P8

(昭和35年 度)

製品名 板 陣 ひ剰 仕組板 その他 合 計

矯 繋334.・ ・29.・ ・57.・45.・2・ ・9697.・

腎48・92373…

林野庁 「産地における素材の生産構造及び流通構造に関
する調査研究」昭和36年P133

このように製品販売市場において,大 量生産体制を支えていた銘柄の崩壊,さ らに原木入手市場に

おいての原木高,が 進行する中で,こ れまで工場規模を一貫 して拡大 してきた下流大手製材業者にと

っても,製 材工業(加 工過程)に おける経営がシビヤーな ものとなる注)。 そして遂に,規 模を縮小 し,

合理化を追 られ るのである。より抜んでた製材工場が他の工場を打ち砕いてさらに大規模化するとい

う,「資本が資本を包摂する」44)形を製材工業の場合なかなかとりに くい性質をもっているのである。

第1表 で見るように,昭 和26年 で4,115馬 力に達していた那賀川下流製材業の総動力数は,昭 和31年

には3,935馬 力,昭 和35年 には3,345馬 力と確実に減少をするが とりわけ上位10の 大手工場のそれは,

昭和21年 には2,043馬 力であるのに対し,昭 和35年 は1,691馬 力となっている。

注)那 賀川下流の 「戦前の資本構成,自 己資本60%,
他人資本40°°の比率が戦後逆転して」(昭33年度)45)

自己資本率は24.4%になる。昭和35年度の調査でも,
大手業者も事業資金の大半を銀行から借り入れてい

る48)。

合理化に先鞭をつけようとしたのが横井製材で

あ,昭 和29年7月 に従業員61名 の3分 の2に 及ぶ

人員整理を発表する。しかし,労 働組合の結束に

よって それは 果せずに終る。(こ れを機会に横井

次郎氏は工場を甥の横井昭氏に譲 り,製 材経営か

ら全 く手を引き,以 後山林経営に没頭する。)昭

和32年4月 には,大 手工場の従業員を横断的に組

織化した那賀木材産業労働組合が結成 され,賃 金

値上げを叫んで40日 間のス トに入る。 しかしこれ

は全面的に経営者側の勝利に終 り,こ れを機会に

経営者は労働組合の切崩 しに全力を傾け,続 く昭

和33年 から35年 にかけての大巾な人員整理が実施

されることになる。昭和31年 には大手10工 場にい

た841人 の従業員は,昭 和35年 には547人 に減少



蹴

している(第1表 参照)。 それに伴って第3図 のように一馬力当り従業員数は減少 し,ま た,従 業員1

人当り年消費石数は上昇して行 く。そしてこの期に自動送材車付帯鋸盤(昭 和下流地域で33年 には33

台に達する)を 導入 し,コ ンベアシステムを採用するものもでて くる。 また,工 場土場をコンクリー

トにし,フ ォーク リフトを入れて輸送の能率化をはか り(横 井製材は昭和31年 からフォーク リフトを

入れる:横 井昭社長談),「 雑然 とした製材工場 という概念か らは遠い近代的な工場」47)に変ってい く。

全国でも最 も早 く,製 材工場の近代化に乗り出 して行 くのである。

c.後 期(昭 和36年 以降)

産業資本 としての製材業の成立

昭和36年 頃より日本に多量の外材が輸入され,以 後原木価格のみならず製品価格 も安定する。木材

価格の相対的安定期に入 るのである。 これまで見てきたような前期的独占利潤や木材価格の変動を利

用しての投機的利潤は得に くくなり,利 潤作出の基本的部分を 「生産」に求あるという製材業者にと

っては,加 工純化の方向をとらざるを得な くなる。この時期において初めて,市 場調査,販 売計画,

工程管理(生 産計画)等 々の経営問題が発生するのである。経営内部の技術革新 こそが生きる道であ

り,経 営合理化 と真剣にとり組むようになるのである。那賀川下流業者 もまさにこの流れに添って行

動をせ ざるを得 ない。さもなければ存立基盤を失って,過 去の蓄積を喰いつぶすのみとなる注)。

注)南 谷製材所,梶 本市二商店,玉 置孝雄商店はそれぞれ,昭 和35年,41年,42年 に,こ の地区のエリート集団で
である那賀川林材工業組合を脱退している。経営の失敗からだという。他にも,赤 字を抱えた製材業も多いとい

う。なお,こ の組合は,昭 和23年に税金攻勢と労働攻勢に対する経営者の連絡会議的性格の組合として発足した

もので,上 記三製材業の他,佐 々木材木店,玉 置増一商店,三 枝商店,横 井製材,岩 城製材,山 田製材,申 島木
材工業,福 本商店,古 庄製材,稲 実製材,林 商店,小 川商店の計15製材業者が加わっていた。現在(昭和42年)19

業者が加盟しているが,組 合としてさしたる活動はしていない。

まず,那 賀川下流製材業をとりまく,こ の時期の原木事情の変化とそれへの業者の対応から見て行

こう。

イ)昭 和36年 頃になると全国的にみて各府県間の立木価格の地域差はほとんどな くなり,下 流大手

業者による県外からの入荷は困難 となる。一方,原 木市売市場の集荷も市売機構自身のもつ限界さら

に,当 地域に立地する製材業の性質か らさした る伸びは示さず注),他 地区か ら広 く原木を集めるこ

とはこれ以上望めない状態に達す る。第12表 のごとく昭37年 の原木取扱量は286千 石で,以 後横ばい

状態 となる。(こ の内,那 賀川流域以外から集荷する材は2～3割 にすぎない。)ま た,昭 和36年 以降

那賀川流域の素材生産量はほとんど伸びない。第13表 に示されたごとくであり,近 年の年間50万 石程

度が那賀川流域の生産力の限界に達 した伐出量 と考えられる。

注)原 木市売市場がとり扱う原木流通のシェアーは3割 程度であり桜井市場のように市売市場が発展しないのを,

地主型構造が残存しているからと考えるのは正しくない。大阪の消費市場圏が地域的に拡大(ド ーナッ化現象)
した結果,桜 井市場はもはや集散地ではなく,消費地の中にくみ込まれたのである。そこでの製材業は専門分化

し,注文生産を主としている48)。一方当那賀川下流製材業の大半はいまだ見込生産を行なっている。(こ の点,

同じ見込生産方式を行なっている生産性の高い外材専門工場には太切打ちできないと考えられる。)徳島県原木市
場ではいまだ径級別に仕分して磁積することをしていず,た だ出荷者別に並べただけで市売される。

第12表 徳島県原木市場原木取扱量 第13表 那賀郡の素材生産量の推移

響 離1器讐韓 慧 黙蕪芦i鷲
同市場資料より

ロ)一 方,木 頭林業地帯における原木入手競争の激化の結果,そ の競争を少 しでも有利にし,原 木

獲得のシェアーを拡げるようとし,ま た原木市場における高い原木を確保しようと各製材業者は個々

の経営の合理性を追求 し,規 模を拡大 して行 く(規 模の経済性)結 果,地 域の製材能力は,昭 和35年
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の3,345馬 力か ら昭和38年 の4,407馬 力に,さ ら

に昭和41年 には4,644馬 力に達する。再び規模拡大

期に入るのである(第1表 および第4図 参照)。 原

木獲得競争の結果 としてのこの規模 の拡大は原木

入手事情の特に悪い中規模層の業者(手 持山をほ

講 驚蘇 儲`舞 翻 署奥論、
昭和41年 に100馬 力を越 し,旧 来か ら100馬 力を

越えていた10業 者と規模 の点で肩を並べるにいた

る。 しかし,旧 大手10工 場の1馬 力当り年間消費

石数が240石 に較べ,こ れ ら新興大手工場のそれ

は178石 と,原 木事情 が特に悪 い ことを示 して い る(第1表 参照)。 しか しそれ はと もか くとして,こ

のよ うは技衛革新注1)規 模 拡 大 を可能 に した経済的基盤 は,前 述 した ように他人資本 が増えてい ると

はいえ外部経済 の発 展 に求 め ることが でき る。 た とえ ば交通,通 信条件 の発 達 によって原 木及び製 品

の必 要な庫量 は著減 した。 その ことに よる資本節 約は莫 大 な もので あった注2)。 また,流 通過程 で発

生 す る利潤 が少 な くなった この時期 において,流 通費 を縮 少 して(た とえ ば立 木買か ら原木 買に転化)

そ れを生産過程 に振 り向 けたか らである。

注1)過 去10年 間,日 本経済は世界史上類を見ない速さで成長をとげた。そして一国経済が一度完全庸用水準に近

い状態に達すると,労 働賃金は上昇の一途を辿る。 そして高賃金化が進行するもとでの付加価値生産性の向上は,

資本装備の高度化でもってしかなされない。それは,過 剰人口下の低賃金一低生産性一低資本装備率に対応する

ものである49)。そ して,当 下流製材業の規模拡大と工場内運搬過程の機械化はこのようなもとでの高賃金に対処

するものであった。

この時期に馬力数が増えた要因として,付 帯設備が増えたことも数えられる。普通150馬 力 の製材工場で100

馬力が主要製材機械で,他 に集塵用ファンに20～30馬 力,目 立室に10馬 力,ラ ッパーに10馬 力,そ れに搬送装

置に10馬 力を要するという。集塵用ファンをこの時期に取り付け出したということも,高 度経済成長下での労働

環境改善の一つと見ることができよう。

注2)大 手製材業のM・T商 店(143kW)の 例でみると,「大体,現 在(昭 和35年)常 時工場土場に2～3ヵ 月分,

山元に立木手当してある原木が半年分位は持っている。……流送によって運材していた頃には工場土場に1年 分,

山元に素材生産 したものが1年 分,買 付 した立木が1～2年 分あったのが普通であった」50)とい う。

イ)ロ)の ことか ら,「 以前 のよ うには安 く原木 第14表 製材機械の名目能力に対する実動状況

を買えない」 とい う意味で あった 「原木高 の製 品i)工 場 馬力当り1日 原木消費量(石/馬 力)

安 」 は ここに・製材 機械 の固定施 設 の能力 に対 す 工 場 規 模R1層R2層R3層R4層 平 均

る 「原 木不足」 の時期 に入 ったので ある。県全製 徳 島 市 製 材 業0
.500.470.811.910.80

材 工 場 の3分 の1を 対象 に して行 なった地域 別・ 那賀川下流製材業0 .490.620.760.95().73

規 模 別 の製材 業 の経営診 断の資料 で,那 賀川 下流ii)
工場従業員1人 当り1日 原木消費量(石/人)製 材業 の製材機 械 の名目能力に対す る実 動状況を

見 ると第14表 の ごと くであ り,那 賀川下 流製 材業 工 場 規 模R・ 層R2層R3層R4層 平 均

が原木不足 のもとに置 かれてい る ことが よ く窺 わ 徳 島 市 製 材 業4.343.172.507.864.02

れ る。 那賀川下流製材業1,411.672.gg4.671.gO

以 上 のよ うな状況 の もとに,「外材 の導 入 は避 け 全 国3.271・892・354・512・24

えない」ものとな・・当地域への蒲 嫡 ・・かな 講 鱗 機 露 麟 総 縢 鰻 灘 評断報告

り遅れており,昭 和38年 には3万 石弱,昭 和41年 書」昭和42年

には11万 石弱の外材が入荷 したのみである。昭和41年 の全原木供給量のうち外材の占める割合は10%

に過ぎず,全 国平均(30%)よ りもずっと低位にある。(し かも,当 地域への外材入荷 の大半である8

万石は,昭 和39年 より外材専門工場に転化した横井製材注)で 消費されている。)しか し,現 在,共 同
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荷受により北洋材を大 々的に入手 しようといった外材導入の動 きが目立ち出している。低質材を量産

する 「薄利多売方式」 はもともと当地域の製材経営に合ったものであり,最 近 の大阪市場における外

材製品需要の伸びは,こ の外材導入 の可能性の展望を与えるものである。そしてこのことは,売 り手

市場に傾 きがちな現在の木頭林業地帯をめぐる原木市場をより競争市場に引 きもどす役割 りを果すで

あろう。

注)当 製材では,那 賀川下流に内地材の下請工場を6ヵ 所持ち,新 しい経営をうちたてている。

次に製品販売市場に目を転じよう。全国的にみると外材製品は昭和36年,37年 頃から着実に増加し,

やがては製品市場の価格を リー ドす るようになる。外材輸入は国内需給の穴 うめ的意味を越えて,そ

れ独自の貿易 と市場流通のメカニズムを主張 しはじめ,そ の価格条件が木材市場価格を規制すること

になるのである。

ところで,那 賀川下流製材業者は,前 述 したように中期(昭 和28年 ～36年)の 間に,従 来の薄板専

門製材から転 じて,多 種の板類や板割,小 巾板を挽 くようになった。 しか し,木 頭材のもつ材質の制

約から5分 板,6分 板にしろ座板用 の板であり,タ ルキ,ヌ キにしろ低級品が主体 となる。そして,

これら低級建材部門こそが,外 材製品の一番進出して くる部門である。板材 と最も関係の深いソ連材

製品が昭和36年 以降他の消費地市場 に先がけて東京に出廻ることによって,那 賀川下流製材の製品の

東京送 りが急激に減少することを見てもその影響がうかがえる。

那賀川下流製材業の製品は,戦 前期において,阪 神市場の,市 売問屋にではなく,大 量取引のできる

附売問屋によって扱われていた。彼等附売問屋の活動 によって大阪は戦前,木 材の消費市場であると

同時に,そ れ以上に集散市場としての地位を得てきたのである51)。しかるに戦後大阪の発展テンポは

他 の地区のそれに較べて遅い。戦後市売問屋

が早やばやと復興 し伸びて来るに反 し,か っ

ての附売問屋は,戦 時統制期に決定的打撃を

受けてそのまま立直れないものが多かった。

このことが関係 して,那 賀川下流の大手製林

業 も戦前ほどには大阪市場との結びつきは見

られず,昭 和36年 以前にも,戦 前附売問屋が

果 してきた機能を自らが果す注)よ うな形で,

岡山,淡 路,姫 路等々の聞屋へ出荷 したり,

また前に見たごとく東京市場へ進出すること

もあった。 しか し,総 じて昭和36年 まではや

は り基本的には,阪 神市場と結びついていた

と考えられる。

注)横 井製材は昭和26年に大阪に附売問屋井筒木

材をつくる。(昭和30年までの名称は井筒林業)

なお,横 井家の屋号は井筒と称した。

しかし昭和36年,37年 を境にしてその結び

つきは大きく崩れてい く。下流業者の製品出

荷地の変遷でそれが窺い知ることができる。

まず,第5図 によって大阪市売問屋への出荷

量の推移を見てみよう。(那賀川下流業者とし

ての統計資料がないため一応徳島県の数量 と

して見 る。徳島県からの移出材の大半が那賀



川材によって占られているので さして支障 はな

い。)昭 和37年 まで出荷は順調に伸びて くるが,

昭和37年 を境に急減 しだす。第15表 でも示される

ように,各 市売問屋が扱 う那賀川材は,昭 和38年

から昭和41年 の間に大幅に減少 している。那賀川

下流にあって市売問屋への出荷は,中 小業者によ

って大半が占られているが,彼 等 もこの時期にい

たって,従 来とってきた販売方式を改 め,他 地区

へ進出したり,ま たは,阪 神の仲買業に直接売 り
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第15表 市売問屋別にみた徳島県製品の取扱量の推移

繍 魏 薯 嚇 鍵 叢鰹 離)戦m・

問 屋 名 北 村大 五成 瀬 楠1一 致

昭 総 取 扱 量50・83147・33823・45415・38011・160
38う ち徳 島 県 材16,73316,0869,7552,9381,725

昭 総 取 扱 量56・85639・8793・15211・5018・788
41う ち徳 島 県 材13,10613,4041,4053,095136

大 阪 木 材 相 互 市場 の資 料 に よ る

さば くとい った 「販売 活動」 を活発 に行 ない出 した ものと考 え られ る。

次 に大 手製材業 の場 合をN木 材 株式 会社 の例 で見 よ う(第16表)。 大手 の場 合,今 まで幾度 も述 べて

きた ご と く付 売問屋 との取 引が多 く,し か も規模 の大 きい問屋注)と の取引 が主体 となってい る。

注)第13表 にある名田商店は,現 在神戸で一番の大手問屋であり,年 取扱高は27億 円(昭 和42年 度)を 越える。こ

のうち那賀川材は2割5分 を占める。那賀川下流業者とは以前に較べて比較的結びつきが薄れてきた現在でも,

12のマ流業者と多量の取引を行なっている。(な お,最 近は鹿児島から共同出荷 して くる鹿木連が一番の得意先

となったという。)

表 で見 るように,昭 和37年

には阪神へ88%出 荷していた

のが,漸 次その比率を減じ,

昭和39年 には68%,昭 和42年

には32%に 過 ぎな くなってい

る。阪神市場にかわってこの

N木 材 の場合は,四 日市への

出荷が伸びて くる。さらに岡

山 ・新潟にもかなり出荷され

る。他 の業者についても各地

に4～5%つ つ出荷 し,N木 材

が四日市であるようなその業

者特定の結びつきを持つ取引

地域を作ってい く傾向が見 ら

れ る。N木 材は那賀川下流か

ら徳島市へ移転 した工場であ

るが,そ れにより地元販売が

増えている(21%)の は特徴的

である。新興大手であるK商

店の場合は第17表 に掲げるご

第16表 大 手製材業の地区別出荷比率の推移

(N木 材工業株式会社の場合)単 位%

地 区 名 昭37昭38昭39昭40昭41昭42,
兵 名 田 商 店(43)(37)(23)(27)(24)(15)山 原 神 戸 木 材

(4)47(24)65(21)44(0)32(0)27(0)19

庫 そ の 他 附 売 問 屋(10)(4)(0)(5)(3)(4)

大 小 浜 木 材(26)(14)(13)(11)(12)(8)
そ の 他 附 売 問 屋(0)41(0)16(1)24(0)18(3)16(4)13

阪 市 売 問 屋(5～6軒)(15)(2)(10)(7)(1)(1)

四 日 市000122123

岡 山(武 本 材 木 店)00171010

滋 賀(太 田商 店)257300

新 潟(2軒)002234

高 松222222

松 山002300

和 歌 山001022

徳 島4659721

京 浜3012956

そ の 他160321

合 計100100100100100100

注)N木 材 工 業 株 式 会 社 は,昭 和42年 で7,740m3(29,257石)の 製 品を 生 産

して い る。 同社 資 料 よ り

とくである。阪神市場の他は滋賀,淡 路,広 島への出荷が多い。 また製品別では割類が多 くなってい

る。

以上のことは,生 産性の高い機械をフル操業するためにマーケッティングをいかにするか,と いう

問題が発生 してきた現在,「 販売活動」 を活発に行ない始めたことを示 している。 種 々の規格の製品

の価格変動に,敏 感に反応 していることもこの時期にいたっての特徴である。外材専門工場に踏みき

れず,さ りとて桜井型にも徹 しきれない姿を示すものであるが,前 述のような経営の合理化が行 なわ
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れ出 したことを示 している。 ここに産業資本 とし

ての製材業の姿を見 ることができるのである。そ

して,横 井家 のごとく,山 林経営 と製材経営の経

営分離がこの地域の業者の間に進展することが予

想され るのである。

なお,こ のように述べて くると,製 材工業が加

工生産へ純化していき,そ のまま順調な発展を遂

げてい くように映ずるかも知れない,し かし問題

はそれほど簡単ではない。すでに製品市場におい

て鮎 資本による大喘 要(た とえ畔 宅産業の

成 立)が 製 品価 格 を コン トロール しだ してい るの

謡1騰 繍舘留謂!茎黙誓饗
説かねばならぬものであろう。そこでは,独 占資

第17表 新興大手の地域別製品出荷量及び製品内容

(K商 店の場合)昭和42年 度 単位ma

地 域 名i踊 到 製 品 の 内 容

神 戸1,441杉2m,4m割 り類,小 巾板多く

近江八幡664杉4m割 り類が多し

淡 路 島652杉4m割 り類が多し
●

大 阪476杉2m小 巾板,4m割 り多し

岡 山420杉2m小 巾板多し

広 島336杉2m小 巾板のみ

京 都188杉4m割 類,2m板,檜 正角等

姫 路110杉4m割 類 多し

東 京62檜 正角多し

徳 島43雑 種類の品

計4,3921

同商店資料より

本主義段階における,上 に述べてきたのとはまた異 なった市場構造論が必要となるのである。

4.若 干 の 帰 結

以上,木 頭林業における木材市場の特にその戦後の展開について,那 賀川下流大手製材業に視点を

すえて考察してきた。そして,か つては地主林業型構造 の形成に主導的役割を果 した者 として統一行

動をとってきた大手製材業の行動が 「中期」以降,単 一には論ぜられな くなった。製材業から身を引

いて育林業に専念するもの,自 分の手持山の原木生産を本格的に開始しそれに製材規模を適合 させて

行こうとするもの,外 材専門工場に転換し積極的に製材規模を拡大させていこうとす る者,が 現われ,

中には没落して行 くものもあった。 これらは,旧 来の大手業者間の競争の開始,お よび,新 興業者 と

の競争,成 長してきた山元地主 との対立,そ して賃労働者との対立,が 上に見てきた メカニズムを も

って本格的に展開された結果であった。「後期」にいたって,原 木不足のもとで製材規模を拡大させ

てきた下流業者にとって,「 外材導入は避けえない」 ものとなった。また一方,「販売活動」の積極的

展開が当地域製材業の死活問題であることを見た。 しか し,こ の2点 とも那賀川下流 という 「位置」

は他地区,た とえば隣の徳島市に較べていたって 不利な条件下に置れている。(大 型の船を横付けで

きる港湾がな く,ま た一方,那 賀川町,羽 ノ浦町にはいまだ直通電話が通 じていない。)製材業にお

いても経営の問題が厳 し く発生した現在,工 場の 「位置」決定注)に ついても,利 潤追求のための合

理的な行動を追 られるようになったのである。

注)製 材工業の立地指向に関しては,戦 前段階における服部希信氏のすぐれた論文58)が存する。しかし,それはそ
の立地要因を運送費だけに一義的にしぼって論じたことにその限界がある。製材業のごとく附加価値率の低い産

業においては,確 かに流通費が最も重要な立地条件の要素と考えられ,運 送費を含めた,「より広い意味での流
通費」から立地条件を考える必要がある。近年,運 送事情の変化や,廃 材利用の一般化から,木材の重量喪失原

料としての意味を減じてきたことにより,立地条件の要素たる流通費中の運送費の持つ重要性は縮小した。むし

ろ販売面にかかわる流通費用節約からの牽引力が強い。従来 「原料立地」型であった製材業は,大 都市立地,な
いしは地元需要の増大現象と並行して,求 心的な地方都市に立地する 「消費地立地」を指向する傾向にある。外

材を受け入れなければならなくなった状態がこの傾向を加速させていることも見逃せない。

昭和37年 には申島木材工業が徳島市に移転を した。 また外材導入を機に徳島市へ進出しようとする

工場が数工場 ある。(横 井,一 楽,梶 本喜八,山 田,杉 本,関 口の各製材は,徳 島市に昭和45年 に完

成予定の木材工業団地への移転に正式に申し入れをしている。)製 材加工 という 「生産」に純化 す る

こと自体,す でに他の工業生産と同様,「地域」を越 えたものなのである。 そしてもはや今やその意

味か らいっても 「地主林業型構造」一 閉 ざされた地域のもとに,林 業をめ ぐる諸生産を結ぷ循環が・
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常 に その地域 外縁部 に位置 す る商人資本 に多大 の譲渡利 潤を与え なが ら閉 じている,と い う再帰 性を

もったclosedな 循 環結合体 は解 体 した といえ るので ある。

このよ うに商人 資本 によ る製材工業 をめ ぐる地域 構造 の解体→ 統 一的国民市 場へ の解消,と い う

動 きの中で木頭林 業 におけ る木材市場 は,従 来 の閉鎖的市 場圏を打 ち破 り,競 争的市 場へ と史的推 移

を して いったのであ る。
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Résumé

   I took up the Forestry of  Kit5 which is thought to be typically formed the structure of the landlord-

forestry model, and made a study of the development of the timber market, focussing my efforts on the 

lumbering industries on the lower reaches of the Nakagawa river. 

   1. Before world war  II, the big lumberes, who had been wholesale deales, controlled the river which 

was the only means of transportation of logs and came to have decisive power of their price. Based on the 

cheap and stable materials, they established the system of mass production of thin boards and directly tied 

up with the market of Osaka and Kobe, they development itself also contributed to making the regional 

structure strong. 

   2. After the war, their foundation broke down. In other words, it can be examined that the regional 

structure has been dissolved to form the national unified market. 

   First of all, the means of transportation of logs was changed from a raft to a track, and thus their 

corner in logs business was broken. Then the excessive competition among lumber traders, including the 

newly-established ones has begun. The monopolizers lost profits from transfer bassed on the corner and 

lost moreover, profits  from speculation in fluctuations in lumber price, and they were driven to purify the 

industrial processes. Gradually they began to demand the foreign-produced logs for covering the deficit of 

logs of  Kit5. Thus, the closed market in the past is gone and the more competitive market is come ;the 

regional structure has been dissolved. Meanwhile, at the manufactured market demand for thin boards is 

lagging. All circumstances have accelerated the dissolution of the regional structure.


